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ち歩き回った。当時は高速道路はまだなかっ が、バスの方はありあまるオイルダラーが注ぎこまれ のだろうか、ピカピカの新しい車両が投入されていて旅行自体はきわめて快適だった。しかし、どこに行ってもウラマーの姿をほとんど目にすることはできな った。 というより、 私の頭 なかにウラマーが現代のイランでなお重要な社会勢力であるという認識が十分に熟しておらず、それが水面下で進行し た動 を見逃したといえる。そ 時 二年後に革命 指導者とし ウラマー ちが忽然と登場してこようとはよもや夢 も思わなかった。　
すでにその頃、ハミド・アルガーが『イランの宗教と国家』
というウラマーの役割を論ずる本を書き、また一九六〇 代初頭、白色革命に反対 ホメイニーがその先頭 立 戦っという歴史的事実は知っ いたにもかかわらず それを自分が目にする現実のイ ン社会と重ね合わせることができなか た。
宗教よりもイランの都市社会史、民族の問題の方にばかり目を向けていた自分の不明を、今となっては恥じるばかりである。　
晩秋の季節にアゼルバイジャンを訪ね、 サフィー ・ アッディー
ンの廟があるアルダビールに行った きも、私自身の関心は宗教の方になく、民族の問題の方に惹かれていた。廟を見たあと、アルダビールから紅葉で見事に色づく日本で言うと奥秩父 瑞籬山あたり 風景にも似 山道を、カスピ海岸のアスタラーへとバスでおりて行ったが、国境に沿ってあちこちに監視塔が望見された。その厳重な警戒態勢に驚き、緊張したことを今でもよく覚えている。しかし、この時アゼルバイジャンというトルコ系の人が多く住む地域を旅したことは、宗教という観点 は異なるが、私のイラン理解 原点 なる貴重な体験だっ 。　
イランは、改めて言うまでもなく多民族からなる国である。


























































れる中で六月三日からはイラン史上初のテレビ討論も組まれるなど、一二日の投票日を目前にして選挙運動は過熱の度を増していった。投票日にはテヘランをはじめ各地の投票所は文字通り長蛇の列が伝えられ、投票時間は夜一〇時頃まで延長された。低い投票率で地方の「固定票」などによる再選を目指していた現職のアフマディネジャード側の当初の期待に反 、投票率は八五パーセントに達し と発表された。だが当夜遅くムーサヴィー候補が「自分が当選するだろう」との見通し 固い表情で
表明し、選挙結果についての疑念が広まり始める。●大統領選後の展開
投票翌日の朝にはアフマディネジャード



























































憲評議会、 公益評議会などの民意を「超越」した組織であり、これらに絶大 権限が与えられることによって国家機構を構成する各機関は大きな制約を受け ことになっている。
こうした中で、二〇〇五年 アフマディ
ネジャード期になってから大統領 革命防衛隊の結びつきがこれまでになく顕著になってきている。大統領が最高指導者の排他的、絶対的な信頼と承認を受けるかたちで革命防衛隊を優遇し、これによって防衛隊を中核とする保守強硬派グループの権限が次第に肥大化し 社会経済のあらゆる分野に進出してきた。このような革命防衛隊の「企業コングロマリット」的な急拡そが、六月一二日までの四年間におけ イランの政治過程の実態であった。
以下に展開されている各論考をお読みい
ただければお分りになるように、イランの現状が極めて流動的なだけに各論考の主旨は論者によって様々であり、時には互いに矛盾するような記述すら見出される。だが今回の特集ではそれらの論考を調整して統一的な見解に導くということを敢えてしなかった。それ 目前で生起しつつある新たな事態を、専門の研究者 ど 見ているかを伝えることにこそ本特集の価値があると考えるからである。読者は同じ事象に対るそれぞれの論者のニュアンスの違いのなかから真実を嗅ぎ分け ことが出来るであろう。
他方で、現在進行しつつある事態につい






（出所）  富田健次『アーヤトッラーたちのイラン』（第三書館、1993 年）、吉村慎太郎『イラン･イスラーム体制とは何か』（書肆心水、2005 年）および各種報道をも
とに筆者作成。
（注）　1）  1989 年のホメイニー死去以降のイランの政治体制では、大統領･国会･司法府の三権が分立し、国防の主柱である国軍と革命防衛隊を含めて最高指導者が全
体を統帥し、さらに護憲評議会･最高評議会･専門家会議といった機関がそれらを相互に審査･監視するという複雑なシステムを採用している。
 2）  護憲評議会は大統領･国会･専門家会議等の国政選挙を監督する責任を負い、各選挙において立候補届出者を事前に審査し、国家の基準に適合しないと判断し
た者を立候補者から外す権限を有する。
 3）  専門家会議は1989 年のホメイニー死去に際してハーメネイーを最高指導者に選出したが、その後は現在に至るまで実質的には機能していない。
 4）  革命防衛隊は革命直後の1979 年5 月にホメイニーの命令によって組織された精鋭部隊で、イラン･イラク戦争時（1980-88 年）にはイラクとの最前線で戦っ
た。2004 年頃から国政への関与を強め、アフマディネジャード大統領との強い関係を背景に国防から治安、産業経済まであらゆる分野で影響力を急増させ
てきた。







































































朝の政権が行ったこ と同じである。革命の結果成立したはずの現体制が、三〇年を経た現在、末期のシャーの政権と選ぶところがない存在に転落してしまってい 光景には暗澹とさせられる。これ イラン革命の末路なのだろうか？
しかしながら、角度を変えれば、一九七九





が、イランが専門ではない。イラン政治の展開の詳細についての内幕的情報を持ち合わせているわけではなく、本稿での議論行うにあたっても、これまでおもにアラブ（とくにエジプト・スーダン）の現代史を分析するなかで身につけてきた視角に立ち非専門家でも利用でき 資料のみに拠っているが、こうした、いわば「部外者」の目からの観察によって明らかになる諸点もあるかもしれない。●反専制 ・ 反帝国主義革命から、「イスラーム革命」 体制へ一九七九年までイランを支配していたパ







従属からの解放のため、団結して実現したものだったということである。パフラヴィー朝支配下のイランでは（とくに一九五三年にモサデク政権による民主化の動きがシャ の逆クーデタによって圧殺されて以降）政治活動の自由が極度 制限されていたこと、また、専制体制が進める上からの 「近代化」 が、 しばしば 「西洋化」 、 「反イスラーム」的色彩を帯びたことから、 「イスラーム」が民衆の反体制感情を表現するシンボルとなり、政治プロセス なかでホメイニー率いる宗教者勢力 重要な役割を果たしたことは事実である。だ 革命は石油産業等の場で働く労働 、市民 民族主義者などの多様な勢力の参加によって支えられていた。マルクス主義政党であるトゥーデ（人民）党も、革命に積極的 参加し、ホメイニーに対し、 「人民統一戦線」の結成を提唱したのである。
しかし、パフラヴィー朝打倒後の諸勢力




る抑圧者、ひと握りの社会階層の代弁者と化してしまっている背景を考えるにあたっては、現体制によってイラン・イラク戦争後、戦後復興の過程で採用され始めた経済政策が重要である。イランの「法学者の統治」 体制は一九九〇年代以降、 「反帝国主義」「イスラーム的システム」 の樹立というポーズとは裏腹に、経済面では、民営化の推進、外資の導入、労働法制の改悪とい た、いわゆる「新自由主義」的政策――ＩＭＦや世界銀行主導の「構造調整」に迎合する路線――に乗り出した。ラフサンジャニ大統領期に着手されたこ 政策は、その のハタミ大統領期 も継承され、さらに現在のアフマディネジャド大統領によっても積極的に推進されている。
このような「新自由主義」的経済政策の
推進の過程で、イランの「法学者の統治」体制は、単に思想面で非民主的だというだけではなく、体制と結びついたひと握











活性化に脅威を感じた体制側は厳しい言論弾圧、 「改革派」に対する攻撃に着手し （一九九九年） 「改
革派」は萎縮して、民衆と連帯することに消極的になる、という展開が生じた。結果として変革のチャンスは失われ、国民の間に失望と無力感が広がるなか、二〇〇五年の大統領選では、 「法学者の統治」体制に忠実な候補者、アフマディネジャドが当選した。
アフマディネジャドはプロパガンダとし
ては「石油収入を国民の食卓に還元する」などの言辞を弄し、貧困層や社会的弱者の味方であるかのようなイメージを振りまいたが、現実には同政権のもとでは 「新自由主義」的経済政策に る国民生活の圧迫がさらに進行した。 （民営化 推進、労働
法改悪の試みなど） 。また、宗教者ではなく「革命防衛隊」出身のアフマディネジャド大統領は軍事・治安組織との結びつきが強く、同政権下ではこれらの組織出身者が建設業分野に進出して富を蓄積するなど、体制と特定の資本家層との癒着現象がさらに目立つようになったとされる。
今年六月の大統領選における不正疑惑を





働者・市民が主導権をとれず 民主的変革が進まなかった背景には、アメリカを初めとする先進資本主義諸国の利害を反映して引き起こされたとも言える な干渉戦争、イラン・イラク戦争 あった。ま 、一九九七年のハタミ大統領登場によって生じた変革のチャ スが結局失われていった背景には、二〇〇一年の米ブッシュ（子）政権成立以降国際政治にもたらされ 緊張、中東に対するアメリカの帝国主義的攻勢の激化という要因があったと考えら る。
冒頭でも述べたように反帝国主義はイラ




される「改革」の機運は、結局、八年間続いたブッシュ政権下での中東への「対テロ戦争」 （その過程ではアフガニスタンとイラクと う、イランの東西の隣国が侵略・占領の対象となった）のなかで、潰えていくことになる。アメリカとそのエージェントであるイスラエルによ 攻撃・挑発は、イランでは冒険主義的言辞によって人気とりをはかるアフマディネジャド政権 成立を、またパレスチナではハマス政権の成立をもたらすことになった。
ブッシュ退陣後の現在から振り返ってみ
ると、ハタミ政権によ 「文明 話」の提唱、また、非同盟諸国会議や上海協力機構へのオブザーバー参加等の形で、この時期の国際政治においてイランが示した存在感は非常に大きかったことが痛感される。中南米のベネズエラ等と並んで、イランは、ネオ ・ コン主導のアメリカの「対テロ戦争」路線を破綻させ、 社会の方向性を転換させるうえで重要な役割を果たしたと考えられ、あ 意味ではそ 延長線上に二〇〇八年の米大統領選における バマ勝利という現象も引き起こされたと言える。だが、こうして成立したオバマ政権が中東において「対話」に基く外交を始動しようとした時には（オバマがカイロ の演説で、モサデク政権打倒にアメリカが果たした役割を認めたことは象徴的である） 、イランではすでに、 「改革派」の時代は去ってい 。
六月のイランの大統領選における「改革
派」 の封じ込めと、 アフマディネジャド 「再選」という事態を、ある意味で誰よりも歓迎している はイスラエルだと言われる。アフマディネジャド政権の継続は、イスラエルが「核開発 疑惑等を口実にイランに攻撃をしかけ、それをきっかけにアメリカを再び中東を舞台とす 大規模な戦争へと引きずり込んでいくことを可能にするからである。国際社会のなかでの新しいアメリカ像を模索したかに見えるオバマ政権の「初心」は、イラン情勢が躓きの石となって失われていくのかもしれな 。
アメリカの追求してきた帝国主義的外交
政策がアジア・アフリカなどにおけ 民主運動を潰えさせ、それがまたブーメランのようにアメリカ政治に跳ね返っていくという、アイロニカルな状況である。 （なお、この文脈で、イランにおける危機と、ほぼ同時期にホンジュラスで起きたクーデタとをパラレルに捉えてみることも可能 ろう。 ）●むすびにかえ
当面は暴力的弾圧によって封じ込められ

















































ディーネジャードの圧勝（約六三％）で終わった。ムーサヴィーも彼を支持した有権者も、わずか三四％程度 少ない得票率であるはずがないとの認識から、直ちに抗議し、その結果流血の事態にまで発展する騒乱状態となったことは何とも痛ましい。●選挙 「結果」 をめぐる論点 （一）
ところで、ムーサヴィー側から「不正」
選挙と糾弾された根拠として、開票速報の余りの速さ、彼と同じ「改革派」のキャッルービー候補の得票数（二〇〇五年選挙での五〇六万票から三三万票へ）の激減、さ
らにムーサヴィーの地元（東アーザルバーイジャーン州） での得票率の低さ （二〇一万票中の四一 ・七％）や、逆に同州でのアフマディーネジャード獲得票の多さ 五六％）などが指摘される。
こうした状況証拠的な材料のほかに、全
三〇州での得 数を見 と、アフマディーネジャードがムーサヴィーを上回った州は二八に達したこともある（ム サヴィーの勝利した州は、西アーザルバーイジャーンとスィースターン・バル チスタ ンのみ） 。アフマディーネジャ ドにたとえ現職の強みがあったとしても、これほど大差がつくとは到底考えられないと 主張も成り立つ。
ちなみに八〇〇万人以上の有権者を抱え
る大票田のテヘラン選挙区でも、アフマディーネジャードは約三八二万票を獲得した。その票数は、二〇〇五年の第九回大統領選挙第二次投票での獲得票の二 ・ 四七倍増に当 る。突然のガソリン配給制度の導入、物価高騰や深刻化する失業問題（一〇～三〇％台） 、言論出版 自由規制など、彼の第一期の政策に対する市民 不満を考

















守派」対「改革派」 、 アフマディ ネジャード対ムーサヴィー間の争いを超え、ハ メネイー指導下の現イスラーム共和体制への支持を問う （大袈裟に言えば 「国民投票」 的）性格が持ち込まれたよう も見える。たとえ、アフマディーネジャード 不満を持とうが、現体制の存続を支持するのであれば、彼に一票を投じるべきであると。激化する抗議活動を現体制に反対する運動と位置付け、容赦ない弾圧を容認する姿勢をハ メネイーが示した背景に、こうした彼の姿勢
が影響していると考えられる。
以上の理解に立てば、中高年の有権者に
とって、対イラク戦の継続や国家統制経済も訴えていた旧「急進派」首相（一九八一～八九）であったが故に、 マイナス ・ イメージさえあるムーサヴィーが、前回大統領選挙第二次投票でのラフサンジャーニーの総得票数を三二〇万票も上回ったことは、逆に驚くべきである。
　
もちろん、 今回の選挙にまったく「不正」





今回の抗議運動では、一躍「不正選挙」の被害者となったムーサヴィーが指導者に祭りあげられた。だが、彼 本来現体制を作りあげ強化した側の一員であり、七九年革命でパフラヴィー国王独裁反対で非妥協的姿勢を貫き続けたホメイニーと比べることには、そもそも無理がある また 選挙によるアフマディーネジャード政府 らの政権奪取を、八九年のチェコスロバキアでの共産党支配を打倒した民主化運動に ぞらえ、 「ビロード革命」と銘打ってい 前大統領ハータミーの場合も同様で る。今回の抗議運動を通じて「イスラーム法学者の統治」体制打倒まで視野に入れ運動に身を投じた参加者がいたとすれば 深刻な誤解を見ない訳にはいかない。
この点と無関係ではないが、第二に当然




た指揮系統なしには、抗議運動 継続と大規模化はない。七九年革命では、闘争の目標と手法に違いを有する種々の反体制諸組織が独自のネットワークを持ち、国王体制に立ち向かっ 。そ ひとつが摘発
･
弾圧
されても、別の細胞が活性化 あるいはほかの組織と連携するなかで活動を継続した。今回の抗議運動は、インターネットが大衆動員の新たなチャンネルとして機能し 運動も大規模化した。だ 組織的な裏付けの弱さを覆い隠すことはできなかった。
第四に体制側と反体制側の力関係がある。





もに、大きくその様相を変えてきた。イ・イ戦争末期から終戦直後には、首相ムーサヴィーと外資と民間活力導入 強く打ち出したハーメネイー（当時大統領）間での確執で先鋭化した「急進派」対「保守派」の対立が顕著であっ 。ホメイニー死去後、新大統領ラフサンジャーニ 支持派（ 「現実派」 ）と「保守派」連合の前に、 急進は政治舞台から排除された。そ 後、 「保守派」と「現実派」の溝が深まり、 「反保守派」連合として、 「改革派」が九七年の大統領選挙で劇的な当選を果 し ハ タミー指導下で形成され いった。
以後、 「改革派」対「保守派」間の対立
がイラン政治を支配した。 かし、いまやアフマディーネジャード 府第一期からその後今回の危機を通じて、明らかに「保守派」の内部分裂は歯止めの利かない形で進行している。彼 ポピュリスト （大衆誘導
型政治手法は貧困層を中心に多くの支持を集める点で、ハーメネイーをはじめ「保守派」宗教勢力にも、有益と判断されてきたに違いない。
しかし、欧米に対してリップサービス旺
盛なハータミーと正反対に、あまりに欧米諸国の不信感や反感を誘い、それが「核開発」問題でイランを窮地に追いやっている現状に、 「現実派」 「改革派」ならずとも危機感を持ちつつあることは、す 知られている。加えて、腐敗を理由にしたラフサンジャーニー非難に見られるご く、いつその矛先が「保守派」指導者層に向かもしれない彼の言動の危うさに強い警戒感が働き始めていることも考 られる。
その点で、イランが「イスラエル国民の
友」であると発言し、物議をか した側近ラヒーム＝マシャーイーを、アフマディーネジャードが第一副大統領に任命した人事に、ハーメネイーが介入 、最終的にこの決定を撤回させたことは、 「保守派」が一枚岩でないだけでなく、今後一層内紛の激化を予想させる一断面として捉えら る。
革命から三〇年が経過し、 顕在化した 「保














抗議デモは、過去の二つの光景を思い起こさせた。ひとつは、一九七九年の革命であり、いまひとつ 一九五三年のＣＩＡ主導のクーデターである。一九七 年の革命は、大多数のイラン国民から離反し米国 傀儡と化したシャー政権を転覆させたが、そようなシャー政権の誕生は一九五三年に起こったモサッデ 政権転覆のクーデターにまでさかのぼる。イラン革命後三〇年にわたり、イランに民主化をうながす米国 それを頑なに拒否するイランという構図があるが、イランの真の民主化を嫌い、その政権の転覆の指南を買って出た米国 自己矛盾はつねに不問にふされ ままである。 Ｎ ・チョムスキーは、 「米国は第三世界 真の民主化運動を『樽の中の腐ったリンゴ』という表現をもって排除してきた」と指摘ているが、独裁政権の樹立を援護してまで、自らの戦略に合わない政権を転覆させることは、冷戦構造下における米国 常套手段といわれてきた。イラン革命阻止に失敗し
中東地域の基本設計が狂いパッチワーク戦略に陥ったあとも、米国はその路線を貫いている。今回のイラン大統領選挙後の混乱については、イラン政府は、英国の介入を示唆した。本件に関する真偽はともかくとしても、 中東、 中南米、 アフリカの多 の国々におけるこれまでの歴史的体験が、 国による介入の疑念を浮かび上がらせている。
しかし今回の混乱の原因をすべて外部に







づき、イスラーム法学の最高権威者を最高指導者にすえる一方、共和制にもとづく三権分立を敷いた。民意を代表する国会決議がイスラーム法に照らして合法的か否かの最終的判断をくだすのが最高指導者 役割であり、その任に堪えうる専門知識と人格に加え、高度な政治的判断力と裁定力が最高指導者の資質として求められている。イランないしシーア派の伝統にお ては、宗教指導者は積極的に直接、政治とは関わりを持たず、沈黙を保つのが一般的であっホメイニー師はそのような政治不介入の姿勢に批判的であり、シャーの独裁体制 許した一因ともみなしていた。したがって治的な統制力 強調したイスラ ム解釈は、政治的リーダーシップを棚上げにしてきた伝統的イスラーム解釈に対 て 革新 解釈を迫るものであった。これは一種のショック療法として旧体制 崩壊させるみでなく、革命後の混乱をひ つの体制にまとめあげるための強力 枠組みとなった。
しかし革命後の道のりは平坦ではなかっ
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た。ホメイニー師は、最高指導者となった時点ですでに高齢であり、その後継者の選定は焦眉の急であったが、その有力候補の一人であったモタッハリー師は革命後まもなく暗殺され いったんは後継指名されたモンタゼリー師は、のちに不適格の烙印を押された。イランの最高指導者体制最高指導者の学問的、人間的資質 大きく依拠する。だがイスラーム諸学を修め、高位の学的権威に到達し、さらにその中で人格に秀で、政治的、社会的センスも有するといった条件を満たす人材は 易々と 育たない。ハーメネイー師が最高指導者の地位に就いた根拠は、政治的実績にあり、イスラーム学の最高権威ではなかった。近年では法学の権威 称号をもつア ヤトッラーがインフレ気味に誕生する傾向もみられ、それがイスラーム学者の権威の低下を招いているとの指摘もあり、法学者の監督体制の根幹を揺るがしている ポスト ・ ハーメネイー体制において予想され 混乱は、今回を凌ぐと考えら であろう。
一九七九年の革命に至る過程において、
イスラームの教えを再解釈し民衆を導 たのは、宗教指導者ばかりではなかった。社会学者のＡ・シャリーアティーのイム解釈は、知識人、学生に多大な影響を与えた。ホメイニー師が宗教指導者の政治的リーダーシップを訴えたのに対し、シャリーアティーは、リーダー ップを支持する民衆に焦点を当てた。彼は、 スリム




ヴィー王朝のシーア派』がある。シャリーアティーの論点は、イスラームが一神教掲げつつも、現実は多神教的信仰となり、社会が出自や階層、人種など 違いによってバラバラに分裂している状態を、宗教指導者たちが追認している点を問題としてる。イスラームは多様性・差異性を認めているが、 それぞれに異なる存在者たちの 「多性」は究極的に神の唯一性によっ 束ねられていることが前提である。 かし多神教的に存在する「多」は、基盤のない根無し草状態で、好き勝手に主体的欲求を満たそうとする。シャリーアティーは、本来イスラームにあるべき「一」 「多」の関係ついて、創造以外の社会的事象に関してクルアーンには、神＝民衆と う構図があると指摘した。た えば『財は神に属する』という一節は、 『財は民衆に属 』 解釈可能 いう。シャリーアティー 、唯一
神に束ねられた 「多」 の共存こそが、 イスラームにおける民主主義の本髄であると訴えた。
さらに彼は、貴族化した宗教指導者が、







たとえ勝ったとしても、 アフマディネジャード大統領とは拮抗状態となり、同様の混乱は生じていたのではないか。タイ国における首相選出後の分裂に見られるように、いま世界のいたる ころ 国民を二分する状況が生まれつつあり、イランの今回のケースもその例外ではない 考えられる。
限られた報道の中、私たちが目にする抗













ブームにおいて 、経済 一部で活性化した。米国 よる経済制裁を含む様々な規制をかいくぐり、グローバル市場にアクセスできる企業と個人に利益が集中した。だが所得の再分配システムについては改革が進まず、革命前のシャー時代 彷彿させるような富裕者層が、テヘラン北部を中心に形成されることとなっ
アフマディネジャード大統領の経済政策
は、人気取りのばらま 政策と非難されが、他方それは、直接的に所得の再配分でもしないと所得の行き渡 ない人々の存在を浮かび上がらせる。むしろイスラーム政権の硬直化とねじれの問題は、前回の大統領選で、国政レベルでは新顔であったアフマディネジャード候補が急浮上し、勝利を収めた時点 顕在化していた。イランにおいても、財貨はひたすら富める者 間 か循環しない構造的問題が深刻であり、シャー時代の遺構は解消されるどころか復元される状況に陥っていた。ただ 革命後に民主的経済構造 構築にいたらなかった背景には、内政ばかりでなく、グロ バルな要因もある。一九九〇年代以降急速に進展したデジタル化と、それ よ 生じ個人と社会、国家との関係の変化も考慮さ
れる必要がある。●
グロ ーバ リズ ム病としての分断社会デジタル化は分断に分断を重ねていき、
その結果、他者との協力、調和は破壊され、権力は連携を失う。ブッシュ時代の米国の一国主義しかり そして現在のイランの内政もしかりである。アフマディネジャード大統領の二期目発足には、融和的組閣を行う兆しはみられず、最高指導者のハーメネイー師との間 亀裂も指摘されてい 。そしてこの「分断の問題」 共時性をもって世界を席巻し、 国民はもとより、 民族、 宗派、そして個人のレベルにまで広がっている。これは一種のグローバリズム病であり、同様の事態はイスラーム圏、先進 といった区別なく進行しており、 日本もその例外 はない
革命から三〇年を経て、イランでは革命














イランの第一〇期大統領選挙のプロセスおよびその結果を巡り、一般国民の一部をも巻き込む形で展開している一連の抗議行動には、大きく分けて、体制指導部および体制派の政治エリート レベルで展開しているダイナミクスと、ムーサヴィー候補を支持することでアフマディーネジャード政府やその背後にいる体制指導部に対する異議および抗議の意思表示をしている一般国民レベルでのダイナミクスが存在している。これらの異なるレベルで同時進行的に展開しているダイナミクスの間 関連性はあるものの、関係する主体間 力関係の構造が異なるため、分析的には独立的なものであると見なすことが有効 あ 。本小論 は、前者のレベルに焦点をあて、今回 選挙をめぐる一連の展開 中で最高指導者ハーメネイーがとった行動と、それが ラン政体のイスラーム法学者の統治体制として 側面の今後に対するインパクトを中心に若干論じてみたい。
●節目の年に行われた大統領選挙
今回の大統領選挙は、一九七九年二月の









国家の諸機関を後ろ盾にした（公式・非公式の）選挙運動を実施できる強みを持つ現職の再選がありうる第一期終了時 大統領選挙は、今回の選挙の前後 顕在化したような、大きな政治的亀裂を生む契機とはなりにくい。それにもかかわらず今回の選挙では、二つの側面で通常とは異なる展開が見られた。ひとつ ムーサヴィー候補支持派の一部の国民（ 「緑 波」運動）による選挙後の抗議行動の継続であるが、ここではその詳細に 立ち入らない。●選挙の前 に顕在化した政治的
亀裂もうひとつの通常と異なる展開は、体制





会議という二つの国家機関の長を務めるラフサンジャーニー元大統領が政治的に周縁化された過程は、おおいに注目に値する。選挙運動期間中の本年六月初め以来のラフサンジャーニーに対する政治的弾圧は、（一）アフマディーネジャード大統領が候補者間の国営放送での公開討論の一環としてそれを先導、 （二）革命防衛隊とそれ連なる諸団体（ファールス通信社など）を含む同大統領の支持勢力がそ を増幅、（三）ハーメネイー最高指導者が選挙後の金曜礼拝（六月一九日）でそれらを容認・擁護する姿勢を示す、という流 で展開し
た。とりわけ、ハーメネイー最高指導者のアフマディーネジャード大統領に対するその信認の意思表示は 同大統領が聖職者および革命の功労者世代への敬意の欠如を前面に出すことで、イランの一般国民多数の間に蔓延する特権階級化した聖職者に対する反感を選挙戦の道具とした直後に、対抗馬の三候補だけでなく、ラフサンジャーニーのものと比べても、同大統領の政策姿勢や見解が「自らのも に最も近い」と公言したものであった。
その後、一ヵ月間沈黙を保っていたラフ



















～〇五）より、革命防衛隊関係者の間には、イスラーム革命体制の護持を至上目 化し、「腐敗した」イスラーム聖職者をその目的にとっての障害物として議論する もあらわれていた。二 〇五年のアフマディーネジャード政権の成立は、 （もちろん全て計算づくの結果ではないが）ハーメネイー最高指導者が、一九九二年に欧米の「文化侵略」からイスラーム革命体制を護持するとのスローガンを掲げ、革命防衛隊およびバシージ抵抗軍を自ら 支持基盤として育てる路線を選択した延長上に 実現したものであった。アフマディーネジャード政権下で進められた様々な人事や制度改革に見られるとおり、政治的に（さ に経済 ・ 文化 ・教育・メディアの分野においても）台頭してきたこれらの革命第二世代の勢力の、世代交代と実効的プロセスの非聖職者化への意図は見逃しえないものがある。
したがって、そもそも政治的には現職の
再選が予期された今回の大統領選挙は、これらの新興勢力にとっては、旧世代 反対派勢力（これには、広義の改革派やラフサンジャーニーらだけでなく、アフマ ー





































ム服を着ていたの？ （信じられナ イ） 」 「そんな危ないところに何故また（よほどの物好き）？」といった質問に、 「まぁ制服の一種と思って暮らせばたいしたことない、家の中は自由だし」 「みんな普通の生活をしていて、宗教指導者の悪口やジョークを言ったりしてるけど」などと私は無様な対応しかできなかった。イメージ・ギャップのあちら側にいる人びとにどうやっ 橋渡しができるのか、そもそもギャップ 所以は何か、自分のなかで整理で いままに何年もが経過した。
　
愚か者の私がやっとわかった要点：イラ



































概念としていた 、そこに「ナラティヴ」という研究材料 加えて考察することができるようになった。さら 大学での講ために読みかじっ カルチュラル・スタディーズの書物から「位置取り（
posi-
tion ） 」という概念も学び、 ナラティヴとは、
語る人の立場やアイデンティティを表現するものであると考えられるようになった。そこで、イランについての言説とイメージ、表象の作用とその表象を創り出す位置取りを分析し、考察する可能性が見えてきた。おかげで、自分が（他人が） 、イランを語るその位置取りを、客観視できるようになり、 「イデオロギー対立」にきりきり舞いしないですむようになった 。
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造に立脚し、他者化を強化すらするのである。確かに著者たちが主張するように、イランで表現や言論の自由が十分保障されていないことは問題である。ただ、現在イランにいる数千万の人びとを「あちら側」に押しやってしまうと、和解や理解の道も閉ざされてしまう。これらの本は魅力的でイランの一面を示している 思いつつも、やはり従来の欧米の書物の基本姿勢を変えるものではない、新し のは描く手法のみだと評価せざるを得ない。イ 映画で描かれたつつましい民間の暮らしぶりへの理解が、むしろこうした翻訳書によって遠のいてゆくのではないかと、気がかりだ。　
イラン国内で評判になっている著作が日
本語に翻訳さ て出版される機会は皆無に近い。そんな現状で、日本 名のある文芸誌『すばる』が二〇〇八年一二月号で「イラン女性文学」特集を組み 短編小説訳などが掲載されたことは、朗報だった。●精神分裂？　
この数年、ごく短期間ながらも、イラン
を訪問する頻度が増した。そこで、イラン国内の「政権冷笑側」と「最高指導者側」とでも呼ぶべきギャップにどう対応するか、という新たな難問に当面している。短い期間にいろいろな人とつきあおう するからなのだろうが、衛星放送でアメリカ発の番組を視聴し、 「アーホンドども」の愚かな
言動を嗤う層の人たちと、最高指導者の大きな写真を掲げることに違和感を持たぬ人たちとの間の見解のギャップが大きくなりすぎて、時間を置かずにその両者と話すと、精神分裂を起こしそうな気分がするようになった。前者の方が多くの日本人にとって付き合いやすいだろうが、私は後者も必ずしも嫌いではないし 彼ら 愚かだとも思っていない。この両者が大統領選挙を通じて、そして選挙後の政治 場で和解や妥協を図ってくれれば、と私は少しナイーヴな期待を抱いていた。●おわりに　
大統領選挙後の「運動」あるいは「騒擾」
をどう理解すべきか、選挙管理に不正が疑われる政府への《批判》なのか、イスラーム共和政や最高指導者の権威を《否定》する運動なのか、はたまた日頃の鬱憤晴らしなのか、見解は分かれる。スローガンshe‘ãr から私が観察できる限りでは、まだ











































年の停戦、および翌八九 のホメイニー死去を経て、最高指導者に就任 たハーメネイーの権力基盤は当初、政教両面にて脆弱であった。弱い統治者が仮想敵を創り出して権力基盤を固めたがる は 古今東西常であろう。九〇年代前半にハーメネイー新体制は、八〇年代の軍事脅威と入れ替わ
る形で到来する西洋の「文化侵略」を煽り始めた。それに呼応するかのように、 文化 ・プロパガンダ機関との連携や関連法令の整備など、革命防衛隊の非軍事活動・社会浸透の制度化が、体制一丸で進められた。この頃の革命防衛隊は、ハーメネイーへの傾倒を強めて隊内のイデオロギー教化体制を整備し、戦時の人員を官庁・警察・他 に振り分け、若年人口増で拡大する都市新興区域にてバスィージ 末端拠点を拡大させるなど、戦時以上に非軍事面 下部構造を強化する方策を次々と打ち出していった。　
以上の国内情勢と呼応するかのように、







統領選挙とその後の急進改革派の台頭である。その二つの出来事は、敵が直接的に感じられるばかりか、ウイルスのように国内深部まで入り込む深刻な脅威として到来した契機と、現在の革命防衛隊には記憶される。実は革命防衛隊にとって、九〇年代に進んだラフサンジャーニー一派による国益の私物化、国家財政の悪化、それに並行する政治的閉塞は歓迎されるも ではなくしたがって既得権益を害さない範囲で、何らかの構造的変革が期待されていた。九七年の大統領選挙時、革命防衛隊隊員の大半が状況打開 シンボルであったハータミを支持したと度々指摘され ように、選挙時の革命防衛隊上層部においては、保守派から改革派への政権移行は、そ ほど大事ではなかったのである。　
しかし政権発足後、ハータミーを支持す
る学生らと強硬保守派団体が衝突する中で、政権が学生らを擁護し、これに並行してクリントン米政権 ハータミー政権 接近し
合う状況下、革命防衛隊上層部の危機感は、徐々に高まっていった。革命防衛隊から見れば、九〇年代前半以来の西洋による「文化侵略」は、イラン国民の精神を着実に蝕み、とうとう国家体制を動揺させる水準まで到達したのである。かかる危機感は、九九年のテヘラン大学寮襲撃事件後の騒擾の最中、 「政権が騒擾に断固た 対応を採らなければクーデターをも辞さない」旨の連名書簡を、革命防衛隊将校がハータミー宛に発出したことにも よく示されている。　
それから今世紀に入り、急進改革派と体
制側との対立が頂点に達した頃の〇三年六月に発生した全国的騒擾は 西洋の浸透が国内にいまだ根深いことを、体制側に実感させるものだった。しかしこの頃、政界レベルで急進改革派の退潮が決定的 なることで、国内統制 権限を専有できる好機が、体制側に生まれていた。そこで体制側は、巧みな治安対策によって騒擾 沈静化し、政界・国民の両レベルで 気運を潰した後、〇四年国会議員選挙と〇五年大統領選挙では、経済改善能力を謳う「新保守」勢力を立ちあげ、行政府・立法府を急進改革派から奪い返した。とりわけ、〇五年大統領選挙にて当選したアフマディーネジャードは、雑多な保守諸派から成る「新保守」の中でも、革命防衛隊の脅威認識に強く共感する人物として、革命防衛隊に っては理想的な大統 であった。それ 現在までの革命防衛隊 行政府の手厚い支援を
受け、政治・社会領域への浸透を加速させた。それは、急進改革派の台頭以降の危機を克服するのみならず、革命防衛隊が国権中枢を掌握する道を拓いたのである。　
また、この時期国外では、革命防衛隊の
危機感を高める出来事が連発し 。主要なところでは、〇一年の米同時多発テロを契機とするアフガニスタン・イラクの体制崩壊、その後のイラン周辺国における米軍の駐留拡大、〇三年以降の旧ソ連圏における「色革命」 、〇五年の民主化支援路線の強化という米国の対イラン政策変更があげられる。こうして軍事・非軍事両面の脅威が国外にて増大する反面、国内では急進改革派の壊滅によって、脅威は消滅したはずだった。しかし今次選挙後の騒乱によって、西洋と繋がる国内の脅威が復活し 「ビロード革命」の蓋然性はこれまで以上に高またと、革命防衛隊は思い知ったのである。　
以上、イラン・イスラーム共和国体制が


















るほどであっ のか、また「改革派」の支持基盤が状況を大き 変えるだけの広がりと深さを持っているのかどうかは今後 動きを見る他ない。 「改革派」の諸勢力の政治的目標は何なのかも十分伝わってきていない。しかし今回の抗議運動に って「イスラーム体制」自体が打破され、米欧流の「民主体制」あるいは別の体制に移行する可能性は小さい。現体制内の諸勢力の間位置関係が流動的になる一方、アフマディネジャドと革命防衛隊 よ 「再編イス
ラーム体制」の推進は進められると見られる。これに対する聖職者内部の分裂と再編成、 「改革派」の動向、政治権力と経済的利権を巡る抗争は、引き続き今後のイランを見るうえで注視すべき底流であろう。
中東世界、さらに周辺世界は、イランの
存在感の高まり イ ンに対する国際社会の立場が両極分解している現段階において、今回のアフマディネジャド再選とそ 後に対して強い関心を持って見守っていた。選挙結果発表直後、明確にアフマディネジャド再選を祝する反応を示した国には、パキスタンのザルダリ大統領、アフガニスタンのカルザイ大統領、イラクのタラバニ大統領などであるが、これは近隣諸国として儀礼的なものであった。 アラブ連盟の ムル ・ムーサ事務局長は祝意を伝え、アラブ・イラン関係の一層 進展に寄与することを期待すると述べた。これに対して、 世界の反応は三つ グループに分かれた。
第一の親イラン・グループである。イラ
ンとの関係を戦略的にも重視するシリアのアサド大統領、またイスラーム運動の側では、エジプトのムスリ 同胞団の最高指導









挙後の社会状況を最も批判的に紹介したのは、サウジアラビア、パレスチナ自治政府系のマスメディアであり 「改革派」の街頭デモ、バシジの暴力、ネダ・アガ・ソルタン女史 犠牲、ハーメネー最高指導者の権威に対する挑戦の動きなどを伝えた。サウジ系の『アッシャルク・ル・アウサティ』 、『アル・ハイヤート』紙、テレビ局『アル・アラビーヤ』など一連 メディアである。これに対してイラン当局は 『アル ーヤ』のテヘラン支局を閉鎖し 記者を国外追放した。サウジ東部の油田地域には ーア派が多く、イ ンの影響力拡大に対する懸念がある。
なお、これはイスラエルのイラン認識と
事実上重なる側面がある。イスラエルはイランを仮想敵国として最も警戒 、核開発に対する軍事攻撃の選択肢を排除しない立場を取っており、逆説な らアフマディネジャドの再選を歓迎している節 見える。アフマディネジャドの「強硬 」のイメージは、対イラン戦略に対する海外の支持獲得するのに有利であると判断してい からである。 「改革派」が指導権を握る 対イラン強硬姿勢が取り くくなるという懸
念である。
第三のグループは反イランあるいはイラ
ンの動きに強い警戒心を有しながら、公的には明確な意思表示を避けている「親米アラブ諸国」であり、エジプト、モロッコ、ＵＡＥなどであるが その政府系メディアも必ずしも明確な立場を表明していない。慎重に用心深く、状況を見守っている。ムサヴィ派の大衆的デモ動員方式の自国への影響に対する警戒心も反映されてい これらの国々は、いわゆる「民主化」 対する同情心を持っているわけで い。バハレーンでは国内世論は分裂 ていたと見られてい 。
七月中旬、シナイ半島のシャルム ・ エル ・

























織化と伝達に有効であったこと 間違いなく、新たな運動形態を確認させ ものであった。他方、今回の選挙を巡る混乱に対してイラン政府筋は英ＢＢＣ 「陰謀関与」を非難し、特派員追放などを行った。これはイラン政府側の過剰反応かもしれないが、ＢＢＣあるいは英フィナンシャル
･
タイム
ズ紙などが当初からアフマディネジャド体制とイスラーム体制を一貫して否定的 報道してきたことも事実である なお ついでながら国際政治を分析するうえで 「陰謀」という視角について考えたい。たしかにしばしば政府は自己に不利な事実や原因を外














今春の大学での授業中、 「九 ・ 一一」が話
題になった。だがここ二、 三年、新入生の反応がこれまでと明らかに違ってきている印象があった。筆者にとって「九 ・一一」は昨日のよう 出来事 、平成生まれの大学生には小学校時代の曖昧な記憶でしかなく、 ビン ・ ラーディンも、 こんにちメディアで扱われないため、印象がないの 。一〇年一昔とはよく言ったものである　
イラン革命とアフガニスタンへのソ連軍






















利に沸くパキスタンだった。級友には対ソ連戦争帰りもいて、月明かりの渓谷でのソ連軍との死闘を自慢げに話す者もあった。映画はアメリカとムスリムの蜜月を描い『ランボー・怒りのアフガン』など、対ソ連戦争を描いたも が上映されていた。ムスリム側の勝利になると、映画館を揺るがすような喝采が起こり、 「アッラーは偉大なり」の声が沸き った。バーザールの古着屋は、西側諸国からの難民支援目的の古着が横流しされて大量に出回っていた。当時のパキスタンは、 アフガニスタンでの 「ムスリムの戦争」の勝利に酔って 。いや、むしろそ 酔いから醒めつつある時期であったともいえよう。ジハードを推進し、パキスタンでのイスラーム化を率先するとで西側諸国やアラブ諸国から莫大な支援を受けたズィアーウル・ハク大統領が一九八八年八月に不慮 飛行機事故で亡くなり、首都近郊での武器格納庫の大規模爆発が発生したりするなど、対ソ連戦争の終焉が対パキスタン支援の終りを告げるかのような象徴的な事件が相次いでいた。　
イラン革命は、アフガニスタンとパキス
タンの社会に多大な影響を及ぼした。アフガニスタンでは、イラン革命 受けて、反政府グループであるムジャーヒディーン諸派のなかでも暴力を辞さない強硬派のグル
ブッディーン・ヘクマティヤールが、アフガニスタンにおけるイスラーム革命の実現を目指し、ホメイニー師に対する敬意を表明していた。ス ナ派の彼は対ソ連戦争時代、西側諸国やサウジアラビアからの支援を得ており、イランとは反発する立場にあったが イランのイ ラーム革命には一定の理解を示していた。アフガニスタンでは一九五〇年代半ばから、エジプトのアズハル大学に学んだ学生らが、帰国後、母国のソ連への接近に反発 、カー ル大学等でイスラーム研究会を主催しな ら反政府活動を行っていたが、イラン革命によりイスラーム革命の可能性を見出したのであるアズハル出身者には スリム救国戦線のムジャディディ党首、アフガニスタン解放スラーム同盟のサヤーフ党首、イスラーム協会のラッバーニー らがあった。ラッバーニーがエジプトにいた頃、ムスリム同胞団のサイイド・クトゥブが処刑されている。彼らは、クトゥブやパキスタン マウドゥーディ らの スラーム復興思想 影響を受けていた。　
ムジャーヒディーン諸派は、アフガニス
タンの諸民族で構成されていた 、一般には派内の多数を占める民族とのつながりが強調された。シーア派組織の多くはアフガニスタン中部山岳地域を拠点とするハザーラ人によって成立していた。それはアフガニスタンのシーア派 ほとんどがハザーラ人で構成されていたからである。シ ア派
の組織は一〇近くに分立したが、そのほとんどがイラン国内で結成されていた。これらは対ソ連戦争期を経てイスラーム統一党とイスラーム運動党二派に分かれた。前者はシーア派系諸派が統一して たマザーリー師率いるシーア派系最大の党で、イランからの支援で急速に台頭 た。こに対しシャイフ・アースィフ・モーセニーが率いるイスラ ム運動党は、一九八〇年にイラン政府から国外追放命令を受けることとなった。ヘクマティヤールは、ハザーラ人（シーア派）の権益確保を約し、統党との連携を図り、のちの内戦時代、両者は共闘体制を持　
イランは対ソ連戦争時、アフガニスタン


































響を受けたというグループの存在はほとんど確認されていない。これはやはり 対ソ連戦争時、あるいは戦争後現在に至るま 、どれだけ外国人兵士 受け入 たか 違いが影響しているのではないだろうか。 れについては、今後検証する必要がある。　
三〇年前の新聞は、アフガニスタンに関











































































れて前回の大統領選挙に立候補 た際、当初はまったく無名であったも関わらず、選挙期間中テヘラン下町出身の庶民派として急速 支持を拡大していった。 その背景には、 ハメネイーの強い支持と革命防衛隊の後ろ盾があったことは疑いない。アフマディ ジャードは当選後の四年間に全国三〇州を二巡して回り 行く先々で住民に直接嘆願書を書かせ、
インフラ整備や社会福祉を手あたり次第に実施してきた。　
しかし国際的な石油価格の異常な高騰を






































法府長官は、七月にアフマディネ ドの罷免したエジェーイー元情報相を八月二四日に検察長官に任命 また八月末 は抗議者 集団公判を主催したテヘ ン検事長官のモルタザヴィーを配置転換して穏健なドウラターバーディー 同職に就けている。　
兄のアリー・ラーリージャーニーは国会



















































月二〇日頃には明け、九月二三日には全国の大学や高校が新学期を迎える。イラン体制側は、この時期に再び国民的な大衆運動が高揚することを最も警戒してい ものと思われ、事実新学期を前 各大学が休校ないし閉鎖を余儀なくさ る ではないかとの観測も盛んに流れている。　
ここで国際的な問題に目を転じると、今
























職　名 名　前 性　別 防衛隊歴 継　続 前　職 学　位 経　　歴　　等 可能性 当　落
教 育 相 ケシャー ヴァルズ、スー サン ○ △ 教育副大臣 PhD △ ×
通 信 相 タキ プーール、レザー 通信会社社長 ○








経 済 相 ホセイニー、
シャムセッディー ン
○ 経済相 PhD ○ ○
外 務 相 モッタキー、マヌー チェフル ○ 外務相 国会議員、在日本および在トル
コ大使。
○ ○
保 健 相 ダストジェルディー 、
マルズィー エ･ヴァヒー ド
○ 婦人科医 国会議員。 ○
協同組合相 アッバ スーィー 、モハンマド ○ 協同組合相 国会議員。 ○
農 業 相 ハリー リヤ ンー、サーデク 大学教員 PhD 農業副大臣。 ○
運 輸 相 ベフバハーニー、ハミー ド ○ 運輸相 PhD 科学技術大学の学部長。 ○
社会福祉相 ア ジーョルルー、ファー テメ ○ 保守派の国会議員 アッバース･パーリーズダール擁
護で批判受ける。
× ×










文化指導相 ホセイニー、モハンマド 科学副大臣 国会議員、テヘラン大学教員。 ○





内 務 相 ナッジャー ル、
モスタファー ･モハンマド





都市開発相 ニ クーザ ドー、アリー アルダビール州知事 アルダビール州都市開発機構長
官。
○









法 務 相 バフティヤ リーー 、モルテザー エスファハーン州知事 国家監獄機構長官。 ○









 3）  「継続」の欄の○は同じ大臣職の継続を、□は別の大臣職からの異動を、△は副大臣職からの昇格を意味する。
 4）  「可能性」とは「国会での承認の可能性」の意味であり、○は発表直後に保守系の『ハバル』紙が承認を予想した候補者、×は同紙が否認を予想した候補者、
△は別の情報から否認が予想される候補者を意味する。


















と大きく異なる。第一部は、昼寝前。仕事や学校に行き、その後、一日のメインの食事である昼食をとり、昼寝で締めくくる。第二部は、 寝後。日も暮れてから ショッピングにくりだしたり、レスト ンや喫茶店で友人達と集ったりする。店 営業時間も二部（たいてい九時頃から午後四時頃と、午後五時頃から夜九時頃） 分かれていることが多い。店主や店員達も一度店を閉めて自宅に帰り昼食をとる。
朝食は出勤前にとるので、仕事の後の昼
食までが非常 長くなる（ちなみに公務員の勤務時間はだいたい八時半～午後三時で、昼休みはない） 。空腹をしのぐ秘訣は間食だ。職場によって 一〇～一 にお茶を飲みながらサンドウィッチ等 つまむのが慣例になっている うだ。しかし、これはあくまで間食にすぎない。
だから、シリア人に午後四時や五時に招


















い。シリアの昼食がかなり遅いことは知っていたが、午後二時を過ぎてようやくかかってきた電話で、 「五時に来て」と言われた時は、昼食ではなくお茶だったかとさすがに不安になった。空腹で行けば腹が鳴って恥ずかし 。かと言って食べてしまうと食事 出された場合 大変なことになる（アラブ式もてな を断ることが大層困難なためである） 。悩んだあげく、食べずに行くと、料理がずらりとならんだ食卓に案内された。空腹を我慢してよかったと安堵したものだ。
さて、たっぷり昼食をとったあとは昼寝
である。これは、特に暑くて体力を消耗する夏には必須である。ま 夜遅くまで 歩くシリア人と付き合うため も必要である。
夜の約束はたい い八時か九時。特に夏


















に身体が慣れるには時間 必要だ。毎晩遅くまで出歩いてよく体がもつものだと思うのだが、シリア人に聞くと「昼寝するからさ」とのこと。だが、慣れていないと昼寝後の寝覚め 悪く、かえって疲れた感じらする。疲れがとれたのか 増したの わからない朦朧とした状態で、昼寝ですっかりリフレッシュしたシリア人に同行するのは最初はつらかった。 かし、慣れ くと夜が待ち遠しくなるから不思議だ。
シリアに来て半年ほど経った頃、隣国レ

















































































































欧米や国際機関からの救援をすぐに受け入れようとはしなかった背景には、サイクロン災害支援の流入が、自国の体制転換を促す要因になるのではないかと警戒したこと、および新憲法の是非を問 国民投票をサイクロン災害直後の二〇〇八年五月一〇日に控えていたという政治的事情がある。憲法制定と国民投票は、二〇〇四年からミャンマー政府 よる民主化 ードマップ 部として予定されていた。二〇〇七年九月にミャンマー国内で起 った民主化要求デモとそれに対する武力弾圧により、ミャ マー政府首脳は、欧米諸国をはじめ諸外国から強い非難を浴びていた。国内外で政治体制批判の圧力が高まる中、ミャンマー政府は二〇〇八年二月に、かねてから起草していた憲法草案を国民投票 かけ こ を発表した。サイクロンは、その国民投票の直前にミャンマーを直撃した である。
国内外のミャンマーの民主化を支持する勢力は、サイクロン災害
がミャンマー 政治体制転換にとって絶好の機会とし 注目した。こうした国際社会の機運を、 は体制転覆の意図 はらんだものとして警戒した。 の結果 海外からの援助受け入れを拒否し、被災地を除く地域で予定通り五月一 日に国民投票を実施して、政権の正当性確保を急いだのだった（参考文献③） 。これにより、米国、フランス はじめとする欧米諸国や国連は、ミャンマー政府に対する不信を一層深めた。こうした不信の応酬がミャンマー政府と国際社会 間で起った結果 ナルギスよるサイクロン災害では、緊急救助活動が最も必要とされる時期に、国際緊急支援 なされないという状況が起ったのである。●タイ政府による仲介の試み
国際緊急支援活動をめぐってミャンマーと 連・欧米諸国の間で
膠着状態が続いていた段階で いち早く関与を開始した国 ひ つ
がタイである。タイ政府は五月六日にインドネシア、インド、中国とともに災害救助支援物資の提供を申し入れ、ミャンマー政府から受け入れられた。一七日にはタイからの医療チームがヤンゴンに到着し、外国政府から送られた救助隊受入れの最初の例となっている。タイのプーミポン国王もまた ンシュエ議長へ見舞メッセージを送り、国王下命による救援物資を軍用機でミャンマーへ届けさせた。
またタイ政府は、自国が援助を提供するばかりでなく、国連や欧
米諸国とミャンマー政府の間にたち、救 活動受入れの仲介を試みている。たとえば、タイ政府は、ミャンマー政府から救援活動受け入れを拒否された米国に対し、ミャンマー政府への受け 説得を申し出 （九日） 。同日 は、スリン
･
ピッスワン東南アジア
諸国連合（ＡＳＥＡＮ）事務局長が 各 対し災害支援はタイを介して行うようアピールし、タイの行動を支 した。さらに一二日にはサマック・スンタラウェート首相が国連 パ ・ギムン事務総長からの依頼を受け、ミャンマー政府首脳へ援助受け入れの説得を試みることとなった。一四日に行われたサ ック首相とのテインセイン首相との直接会談では テインセ ン首相はタイからの医療チームを受け入れると発表し 。これ以降、 ャ マー政府はタイをはじめ、中国、インド そしてＡＳＥＡＮ諸国からの救援隊を受け入れるようになってい 。
タイ政府がＡＳＥＡＮと協調しながら仲介を試みるなかで、欧米


















と国連・欧米勢力の間の意思疎通を促し、ＡＳＥＡＮを巻き込むことで支援をめぐる対立構造 緩和して、ＴＣＧ設立 繋がる契機となった 考えられる。タイ政府による一連の仲介外交は、サマック首相が主導し、外務省を牽引す 形で行われたという。サマックの行動を、政治家として 個人 パフォーマンスとみなすこともできよう。しかし、より長いタイムスパンからサマックの行動を検証すると、タイ政府が度々ミャンマーへの仲介的 動を繰 返 てきたことがわかる。以下では、過去 タイ政府によるミャンマー政策概観してみよう。●タイのミャンマー外交とその変化
一九八八年、ミャンマーでは国軍が当時のネーウィン政権に対す









持を特徴としていた。そ 端的な例が、首相在任時に行ったミャンマーのＡＳＥＡＮ加盟に対する支持表明である。チャワリットは、ミャンマーへの支持と引き換えに、木材、天然ガスをはじめとミャン 天然資源へのアクセスや、当時すでに九億九六〇〇万米ドルに達していた同国への投資拡大などの経済利益を狙っていた。首相となったチャワリットにとって、ミ ンマー政府をＡＳＥＡＮのメンバーに推すことは、 国境地帯を安定させるばかり なく、 「経済的な意味で（タイが）地域のナンバー・ ンになる」ため不可欠な手段であったのである。
チャワリットのミャンマー善隣政策は、チュワン第二次政権














であるとして拒絶した。またタイ政府によるミャンマー政府批判は、間接的にミャンマーの反政府勢力を刺激し、一九九九年一〇月には在バンコク・ミャンマー大使館が、二〇〇〇年一月にはラーチャブリーの病院が、それぞれ民主化を要求する反ミャンマー政府武装組織によって占拠されるという事件が起き 。犯人らはタイ政府の手で身柄を確保され、ミャンマー政府は犯人の引渡しを要求した。しかし、 タイ政府が「彼らはテロリストではなく、 民主活動家である」としてこれを拒否したことから、両国は深刻な対立状態に陥った。
チュワンと対照的な政策をとったのが、タックシン・チンナワッ
ト政権（二〇〇一―〇六年） 。タックシン首相は ＡＳＥＡＮの枠組みから離れ、独自にミャンマーおよび、ラオス、カンボジアといった近隣諸国との協力を促進した。タックシンによるミャンマー外交 要諦は、 「個人的人脈 復活」と「政経分離」に集約される。 タックシン 政権発足後にミャンマー政府首脳と親しいチワリットを国防担当副大臣に任命し、彼 扶助のもとでミャンマー政府との関係調整を行った。そのチャワリットが二〇〇五年に政界を引退すると、今度はタックシン自身がＳＰＤＣ幹部 の個人的人脈を独占し、バーツ借款事業を軸に経済的善隣外交を推進す （詳細は、参考文献①第三節を参照） 。また、タックシンはチュワン異なり、ミャンマー 政治体制 是非にはほとんど言及せず、近隣諸国との経済統合推進に力を注いだ。エーヤーワディ・チャオプラヤー・メコン経済協力戦略（ＡＣＭＥＣＳ）の創設や 近 諸国からタイへ流入する労働者の合法化 メコン流域圏協力（ＧＭ ）通じた南北 東西の流通道路網整備といった政策はその具体例である。タックシンの狙い 近隣 低開発諸国 日本、米国といった先進国との間にタイが立ち 援助案件の立案実施や企 の事業展開戦略の中で イ政府とタイ 企業が媒介的役割 果たすこと あった。タックシン政権の対外政策とは、グローバルに展開する経済ステムの中でタイが媒介的役割を果たしうるような環境を築くための手段であり、ミャ マーとの関係強化はその一部 して不可欠だったのである（詳細は参考文献①および② 参照） 。
タックシンがクーデタで失脚した後の二〇〇七年九月、ミャン
マーでは市民による民主化要求デモがおこり、政府がこれを武力で弾圧する事件が起きた。欧米各国が相次いでミャンマー政府の対応を非難する中、スラユット・チュラーノン首相（二〇〇六―〇八）は国連のイブラヒム・ガムバリ特使と会談し、国連とミャンマー政府との対話を促した。この時スラユットが提案したのは、国連、ＡＳＥＡＮ、中国、インドからなる四者会議を開催 ミャンマー国内の状況について解決の糸口を探るという構想であった。こ で注意したいのは、スラユットが四者会議のメンバー して挙げた顔ぶれは、いずれもミャンマーに政治体制 転換を強硬に迫る国ではなかった点である。一〇月二七日にニューヨークで開催されたＡＳＥＡＮ特別外相会議では、シ ガポールのジョージ・ヨー外相 武力弾圧に対する「嫌悪感」を表明したものの 一一月 ＡＳＥＡＮ首脳会議（シンガポール） 政府 要求を受け、ガムバリ国連特使の報告が中止された。そこには 他 ＡＳＥＡＮ諸国の足並みから自国が逸脱しな よう配慮しつつ ミャンマー政府が完全に孤立しない国際環境を用意しよう したタイ政府 意図がうかがわれる。
タイのミャンマー外交は、一見、政権ごとに支持と批判の間を振










ない最大の理由は、両国が陸上国境を接しており その国内情勢の影響を相互に、常に、かつ直ちにこうむるという事情にある。ミャンマー国内の政情不安 政治的自由や身体の安全を求める難民という形をとってタイ国内 流入する。またミャンマー国内で反政府活動を続ける少数民族は、時にタイ 内でその活動を行うことがある。一方で、ミャンマーで 経済停滞は、就労機会を求める移民労働者をタイ国内に送り込む。合法違法を問わず流れ込むヒトやモノの流れは、タイにとって統治システムを揺るがしかねない安全保障上の問題である。同時 それは、タイ経済を左右する経済的問題でもある。一九八〇年代以降、食品加工業 縫製業、建設業をはじめとするタイの各産業は、近隣国からやってくる移民に労働力を依存するようになった。ミャンマーの天然ガス、木材もまた タイの産業にとって重要な資源となっている。こうした事情から 経済団体は、しばしば政府に対しミャ との友好関係促進 訴えてきた。タイのミャンマー政策 見る際 観察者 両国 府間の人的ネットワークのほか 、こうした経済社会構造の相互依存関係考慮する必要がある。
ただし、タイ・ミャンマー間の経済社会構造の相互依存関係を動









とにより、同国の資源に着目する先進諸 関心をタイにひきつけ、それによって国際経済システムにおける自国の地位向上を図った。国内体制問題に言及しない政経分離 方針はミャンマー政府から受け入れら 、両国の関係は過去に例を見ないほど緊密となった。スラユットの行動は、クーデタ後に成立した「軍事政権」である自国の立場をミャンマーの軍政 峻別しつつ、ＡＳＥＡＮ諸 一員としてミャンマーと国際社会との対立を宥和しようとす ものであった。そうしてサマックのサイクロン災害緊急支援外交もまた、ミャンマーに対しては国際社会の窓口 り、他の諸国にとってはミャンマーへの窓口として、国際社会で独自の影響力 発揮しようとしたものと位置づけることができる。●仲介外交の先へ
一九八〇年代末以降、タイは隣国であるミャンマーとの社会・経
















































































































































































が、金融危機などの影響を受け、昨年来、発行総額は減少している 世界的に見て、スクークの発行額は二〇〇七年の四〇〇億ドルから〇八年の二〇〇億ドルへと半減した。スクークの形態で見ると、〇七〇八年を比較するとムシャーラカ方式（共同所有・共同事業方式）が しイジャーラ方式（リー 方式）が増えている。これらのことの背景には、金融危機などの影響でスクークに向けられる資金の流動性が減少したことと、イスラーム法の観点からある種のスクークの適法性について議論があったことなどがある。
最近の動きとして、バハレーンで今年六






































るためには通常、学費 教材費、文具代、制服代、給食費など、様々な費用がかかります。これら直接的な出費 そ 自体貧しい家庭には大きな負担 す。それに加えて、子供が通学するように ると、学校に通う以前に子供たちが手伝ってくれていた家事や仕事も親 行うか、誰もやらなくなるという事態になります。貧しい家庭では、子供たちも重要な働き手である場合が多いので、子供が学校に通わなければ行われていた作業によって得られた利益（ を
機会費用と呼びます）が大きければ大きいほど、学校には通わせづらくなります。
初等教育を促進するために、しばしば教
育の無償化が叫ばれ、事実、無償化はいくつかの国で卓越した成果をあげていますが、機会費用を考慮すると、無償化だけでは、必ずしも事態が好転しないこ が理解 きます。本当に貧しく、困窮 家庭では、機会費用の存在により 無料でも子供 学校に送り出すことが難 いからです。
教育普及を妨げる第二の要因は、教育環
境をつくり出す政府の貧しさにあります。平等な教育機会を保障し、社会 安定 を促進したり、基礎教育拡充を通じて生産性向上が達成されれば、対象となる家族だけでなく、社会全体にも利益をもたらします。そのため、政府が積極的 サービスを提供する意義がある一方、慢性的な財政難か 、教育支出 水準は往々にして小さくなりがちです。さらに、教育の効果が発揮されるには長い時間がかかるため、短期的な経済効果を追求 れば、その分 教育支出はおざなり されます。 結果 教師 十分な給与を支払えず、教師 欠勤を招いたり、
開発経済
も っ と や さ し い





十分な数の校舎建設が行えず、遠くまで通学しなければならない児童が出てきたり、逆に一クラスあたりの人数 増 すぎて、各人の受けるサービスの質が低下するといった問題が起きています。実際、途上国の小中学校では、教室が手狭なので、午前中は一年生が、午後には二年生が授業を受けるといったよう 、交替制をとっているところも珍しくありません。
このように教育の質が低下すると、本来、























職業パターンの変 に対応でき 優秀な人材を育成することが不可欠になります。特に、 情報通信 が発達 た現在 は、 中 ・高等教育 通じて得られる知識の経済的価値は非常に大きくなっています。
そのため、初等教育の普及を達成したり、















侍が果たした役割に関心を持ったのは映画「ラスト・サムライ」を見てのことだ。同じ時代に中国も近代化への変革の道を歩んでいたが 精神に私は感銘を覚えた。映画の最後で敵の容赦ない攻撃に向かって決死の覚悟で突撃する侍の姿に感動した。これはハリウッド監督ズウィックが抱いていた侍像であったろう。だ このような英雄像は日本独自 もの はない。来日後、須坂を訪れる機会があり質素 武家屋敷と贅を尽くした商家との まりのちがいに 驚いた。平安時代から武士は農民から税を取り、兵を徴するなど常に支配者として君臨してきた。公の場では立派な出で立ちで現れることが求められたが日常生活は質素倹約徹した。武士は戦に敗れると 刃するの普通だ。会津 訪れた際も典型的な史話を聞いた。一八六八年、二〇歳にも満たない会津藩士たちが「白虎隊」を結成して官軍に立ち向い一ヵ月間の奮戦のあげく全員が作法に則り自分の腹を切り死んだのだ。ハラキリと呼ばれる。 の行動は何かしくじった場合の謝罪ということでは説明がつかない。会津若松にある侍村では武家 女性全員―妻と二歳、五歳、九歳、一三歳、一六歳の五人の娘達―が家の断絶後も家格と面目を失わないようこれ以上抵抗せず潔く敵に討たれた と懇願する場面が人形再現されている。わたしはまたショックをうけた。
























り、右端の座席にいた筆者は、車内の窓枠に寝そべっていた。窓の下は 暗 てよ見えないが、沼 ようなもの 広がっていた。徐々に意識がはっきりしてくると、今
や天井になっている車体左側の窓の外から、車掌と覚しき人が手を差し伸べて、助け出してくれた。
車外に出てみると、バスが路肩の大木に
めり込むかたちで止まっていることがわかった。 道路は、 ミャンマーの地方道路によくある、路肩の土を掘って盛り上げた ころを道路にし、掘っ 溝は用水路に使うという場所であった。バス 右側の路肩に滑り落ち、九〇度以上横転しながら大木食い込み、かろうじて用水路に転落するを免れていた。 バスの前面は大破し 運転席があったあたりは、跡形もなくなっていた。
ボーッとする頭で、困ったことになった





現場を立ち去りだすのに気づいた。てっきり警察の現場検証や事故後の補償などを想定しながら待っていた筆者は、面食らった。補償どころか、自腹で後続 に価格交渉して乗ってゆく人が多 。そ そも救急体制や警察がまったく当てにならないから、現場で待っ いても仕方ないと うことか。事故に遭ったことが、 「ついてなかっ 」の一言で済まされ しまう雰囲気が驚きだった。結局、筆者も後続のバス 一台ヤンゴンまで送ってもらった。バス ルームライトに照らすと 自分の服 血だ けになっている がわか た。
後日、事故についてミャンマーの人達に


















社会体制、民族、宗教、文化のあらゆる面で異なる国々が 高齢化という共通問題にどのように対応するかを比較す 。他方 沈潔編著『中華圏の高齢者福祉と介護
　


























タイはＡＳＥＡＮ諸国の中でも、出生力の低下速度が激しい である。さらに、井伊雅子編『アジア 医療保障制度』 （東京大学出版会
　































い手となる場合が多いが ジェンダーの視点から高齢者問題を捉えた資料として、 李秀英著 『上海市女性高生活状況に関する訪問調査』 （アジア女性交流 ・ 研究フォーラム
　
二〇〇一
















































































＊出所のInternational Financial Statistics（IMF IFS Online, 2009年７月24日更新）では前年同期比増減率のみ掲載されている。




人口（年央・100万人） 1,303.67 1,312.25 1,320.72 1,329.09 1,337.41
為替レート（元／米ドル） 8.277 8.194 7.973 7.608 6.949 6.837 6.831 6.825
国内総生産（10億元） 15,987.8 18,321.7 21,192.4 25,730.6 30,067.0
（GDP）（10億米ドル） （1,931.6） （2,236.0） （2,658.0） （3,382.0） （4,326.8）
一人当たりGDP（米ドル） 1,482 1,704 2,013 2,545 3,235
GDP実質成長率（％） 10.1 10.4 11.7 13.0
通貨供給量（M2・10億元） 24,242.6 28,301.2 34,560.4 40,344.2 47,516.7 53,062.7 54,048.1 54,826.4
（前年同期比増減率　％） （14.9） （16.7） （22.1） （16.7） （17.8） （25.4） （25.9） （25.7）
消費者物価指数＊
（前年同期比増減率　％） （3.9） （1.8） （1.5） （4.8） （5.9） （▲ 0.6） （▲ 1.5）
輸出（fob,100万米ドル） 593,326 761,953 969,380 1,217,790 1,428,660
（前年同期比増減率　％） （35.4） （28.4） （27.2） （25.6） （17.3）
輸入（cif,100万米ドル） 561,229 659,953 791,605 956,254 1,131,620
（前年同期比増減率　％） （36.0） （17.6） （19.9） （20.8） （18.3）
外貨準備高（100万米ドル） 618,574 825,588 1,072,564 1,534,354
２．香　港（1,045㎢）
人口（年央・100万人） 6.849 6.883 6.916 6.948 6.982
為替レート（香港ドル／米ドル） 7.788 7.777 7.768 7.801 7.787 7.754 7.751 7.751
国内総生産（10億香港ドル） 1,291.92 1,382.59 1,475.36 1,615.43 1,676.93 380.14
（GDP）（10億米ドル） （166） （178） （190） （207） （215） （49）
一人当たりGDP（米ドル） 24,220 25,829 27,462 29,804 30,844
GDP実質成長率（％） 8.5 7.1 7.0 6.4 2.4 ▲ 7.8
通貨供給量（M2・10億香港ドル） 3,432.85 3,554.52 4,131.24 4,908.67 5,117.17 5,106.75 5,132.94
（前年同期比増減率　％） （7.3） （3.5） （16.2） （18.8） （4.2） （5.7） （5.7）
消費者物価指数（2005=100） 99.103 100.000 102.044 104.088 108.574 109.272 109.272 108.973
（前年同期比増減率　％） （▲ 0.4） （0.9） （2.0） （2.0） （4.3） （1.8） （0.6） （0.1）
輸出（fob,100万米ドル） 259,260 289,337 316,816 344,509 362,675 65,115 25,680 26,368
（前年同期比増減率　％） （15.9） （11.6） （9.5） （8.7） （5.3） （▲ 21.5） （▲ 17.8） （▲ 13.9）
輸入（cif,100万米ドル） 271,074 299,533 334,681 367,647 388,505 69,535 27,790 27,785
（前年同期比増減率　％） （16.9） （10.5） （11.7） （9.8） （5.7） （▲ 22.4） （▲ 16.6） （▲ 18.6）
外貨準備高（100万米ドル） 123,569.26 124,278.27 133,210.46 152,692.88 182,526.78 186,287.35 193,410.38 205,121.93
３．台　湾（3.6万㎢）
人口（年央・100万人） 22.69 22.77 22.88 22.96 23.04 23.04 23.06 23.06
為替レート（元／米ドル） 33.426 32.179 32.533 32.843 31.534 33.982 33.695 32.907
国内総生産（100万元） 11,065,548 11,454,727 11,917,597 12,635,768 12,340,923 3,021,181
（GDP）（100万米ドル） （331,046） （355,969） （366,323） （384,732） （391,353） （88,905）
一人当たりGDP（米ドル） 14,590 15,633 16,011 16,757 16,986 3,859
GDP実質成長率（％） 6.2 4.2 4.8 5.7 0.1 ▲ 10.2
通貨供給量（M2・10億元） 22,153.9 23,581.1 24,815.4 24,968.9 26,832.9 27,485.1 27,602.6 27,657.5
（前年同期比増減率　％） （7.2） （6.4） （5.2） （0.6） （7.5） （7.4） （7.2） （7.8）
消費者物価指数（2005=100） 97.7 100.0 100.6 102.4 106.0 104.0 104.4 104.8
（前年同期比増減率　％） （1.6） （2.4） （0.6） （1.8） （3.5） （0.0） （▲ 0.4） （▲ 0.1）
輸出（10億元） 6,097.3 6,374.4 7,279.4 8,087.8 8,010.3 1,373.2 499.0 536.8
（前年同期比増減率　％） （17.9） （4.5） （14.2） （11.1） （▲ 1.0） （▲ 32.3） （▲ 26.9） （▲ 25.4）
輸入（cif,10億元） 5,656.6 5,877.3 6,604.2 7,211.7 7,551.1 1,089.9 428.7 432.9
（前年同期比増減率　％） （28.3） （3.9） （12.4） （9.2） （4.7） （▲ 43.5） （▲ 34.5） （▲ 33.8）



































人口（年央・100万人） 47.366 47.566 47.766 47.962 48.152
為替レート（ウォン／米ドル） 1,145.32 1,024.12 954.79 929.26 1,102.05 1,416.07 1,336.28 1,255.62
国内総生産（10億ウォン） 826,893 865,241 908,744 975,013 1,023,940 236,886
（GDP）（10億米ドル） （722） （845） （952） （1,049） （929） （167）
一人当たりGDP（米ドル） 15,242 17,762 19,926 21,876 19,296
GDP実質成長率（％） 4.7 4.2 5.1 5.1 2.2 ▲ 4.2
通貨供給量（M2・10億ウォン） 550,027 566,859 591,818 593,783 688,418 710,884
（前年同期比増減率　％） （▲ 0.6） （3.1） （4.4） （0.3） （15.9） （18.7）
消費者物価指数（2005=100） 97.3 100.0 102.2 104.8 109.7 111.6 112.7 112.7
（前年同期比増減率　％） （3.5） （2.8） （2.2） （2.5） （4.7） （3.9） （3.6） （2.7）
輸出（fob,100万米ドル） 253,845 284,419 325,465 371,489 422,007 74,692 28,040 28,911
（前年同期比増減率　％） （31.0） （12.0） （14.4） （14.1） （13.6） （▲ 24.9） （▲ 25.9） （▲ 26.6）
輸入（cif,100万米ドル） 224,463 261,238 309,383 356,846 435,275 71,158 24,630 23,088
（前年同期比増減率　％） （25.5） （16.4） （18.4） （15.3） （22.0） （▲ 32.9） （▲ 35.6） （▲ 40.3）
外貨準備高（100万米ドル） 199,069.3 210,390.6 238,956.2 262,224.3 201,219.7 206,342.7 212,477.7 226,773.7
５．タ　イ（51.3万㎢）
人口（年央・100万人） 65.279 65.946 66.507 66.979 67.386
為替レート（バーツ／米ドル） 40.222 40.220 37.882 34.518 33.313 35.291 35.408 34.537
国内総生産（10億バーツ） 6,503.5 7,103.0 7,813.1 8,469.1 9,102.8 2,179.7
（GDP）（10億米ドル） （161.7） （176.6） （206.2） （245.4） （273.3） （61.8）
一人当たりGDP（米ドル） 2,477 2,678 3,101 3,663 4,055
GDP実質成長率（％） 6.2 4.5 5.2 5.0 2.9 ▲ 7.1
通貨供給量（M2・10億バーツ） 7,445.26 7,899.52 8,541.97 9,074.94 9,911.21 10,203.10 10,236.40 10,290.50
（前年同期比増減率　％） （5.6） （6.1） （8.1） （6.2） （9.2） （9.0） （9.1） （9.5）
消費者物価指数（2005=100） 95.657 100.000 104.637 106.983 112.833 110.158 111.941 111.620
（前年同期比増減率　％） （2.8） （4.5） （4.6） （2.2） （5.5） （▲ 0.2） （▲ 0.9） （▲ 3.3）
輸出（10億バーツ） 3,874.820 4,439.310 4,946.450 5,276.840 5,750.330 1,171.900 367.618
（前年同期比増減率　％） （16.5） （14.6） （11.4） （6.7） （9.0） （▲ 14.6） （▲ 16.1）
輸入（10億バーツ） 3,801.200 4,754.600 4,871.600 4,853.000 5,949.300 936.900 350.300
（前年同期比増減率　％） （21.1） （25.1） （2.5） （▲ 0.4） （22.6） （▲ 34.3） （▲ 27.7）
外貨準備高（100万米ドル） 49,831 52,065 66,984 87,455 111,008 116,216 116,828 121,499
６．シンガポー ル（618㎢）
人口（年央・100万人） 4.199 4.267 4.364 4.485 4.615
為替レート（Sドル／米ドル） 1.6902 1.6644 1.5889 1.5071 1.4149 1.512 1.5045 1.4616
国内総生産（100万Sドル） 185,365 201,313 221,143 251,610 257,418
（GDP）（100万米ドル） （109,670） （120,952） （139,180） （166,950） （181,934）
一人当たりGDP（米ドル） 26,118 28,346 31,893 37,224 39,422
GDP実質成長率（％） 9.3 7.3 8.4 7.8 1.1
通貨供給量（M2・100万Sドル） 206,978 219,798 262,370 297,559 333,410 349,272 349,241 350,153
（前年同期比増減率　％） （6.2） （6.2） （19.4） （13.4） （12.0） （11.5） （9.7） （11.3）
消費者物価指数（2005=100） 99.577 100.000 101.021 103.121 109.861 110.226 108.566 109.263
（前年同期比増減率　％） （1.7） （0.4） （1.0） （2.1） （6.5） （2.1） （▲ 0.7） （▲ 0.3）
輸出（100万Sドル） 335,615 382,532 431,559 450,587 476,798 85,781 31,189 30,042
（前年同期比増減率　％） （33.7） （14.0） （12.8） （4.4） （5.8） （▲ 27.7） （▲ 26.1） （▲ 25.7）
輸入（cif,100万 Sドル） 276,894 333,191 378,924 395,980 450,893 79,607 27,641 27,588
（前年同期比増減率　％） （24.3） （20.3） （13.7） （4.5） （13.9） （▲ 27.6） （▲ 31.1） （▲ 27.7）



































人口（年央・100万人） 25.174 25.633 26.095 26.556 27.014
為替レート（リンギ／米ドル） 3.8000 3.7871 3.6682 3.4376 3.3358 3.6259 3.6100 3.5224
国内総生産（100万リンギ） 474,048 522,445 573,736 641,864 740,721
（GDP）（100万米ドル） （124,749） （137,954） （156,408） （186,719） （222,052）
一人当たりGDP（米ドル） 4,955 5,382 5,994 7,031 8,220
GDP実質成長率（％） 6.8 5.3 5.8 6.3 4.6
通貨供給量（M2・100万リンギ） 624,375 679,277 771,870 833,022 920,769 936,065 938,145
（前年同期比増減率　％） （12.7） （8.8） （13.6） （7.9） （10.5） （6.1） （6.1）
消費者物価指数（2005=100） 97.124 100.000 103.609 105.710 111.461 111.795 111.528 111.728
（前年同期比増減率　％） （1.5） （3.0） （3.6） （2.0） （5.4） （3.7） （3.1） （2.4）
輸出（100万リンギ） 477,829 533,372 588,588 604,514 697,274 121,501 41,105 42,946
（前年同期比増減率　％） （26.5） （11.6） （10.4） （2.7） （15.3） （▲ 19.9） （▲ 26.3） （▲ 29.7）
輸入（cif,100万リンギ） 400,133 433,196 480,506 504,094 546,593 88,112 33,717 32,930
（前年同期比増減率　％） （28.5） （8.3） （10.9） （4.9） （8.4） （▲ 29.4） （▲ 22.4） （▲ 27.8）
外貨準備高（100万米ドル） 65,945 69,917 82,194 101,084 91,212 87,495 87,404 88,011
８．インドネシア（190.5万㎢）
人口（年央・100万人） 216.443 219.210 221.954 224.670 227.345
為替レート（ルピア／米ドル） 8,938.9 9,704.7 9,159.3 9,141.0 9,699.0 11,630.8 10,978.3 10,339.5
国内総生産（10億ルピア） 2,295,830 2,774,280 3,339,220 3,949,320 4,954,030 1,300,300
（GDP）（10億米ドル） （257） （286） （365） （432） （511） （112）
一人当たりGDP（米ドル） 1,187 1,304 1,643 1,923 2,247
GDP実質成長率（％） 5.0 5.7 5.5 6.3 6.1 4.4
通貨供給量（M2・10億ルピア） 1,033,880 1,202,760 1,382,490 1,649,660 1,895,840 1,916,750 1,912,620 1,927,070
（前年同期比増減率　％） （8.4） （16.3） （14.9） （19.3） （14.9） （20.2） （18.7） （17.4）
消費者物価指数（2005=100） 90.5 100.0 113.1 120.3 132.4 137.2 137.1 137.2
（前年同期比増減率　％） （6.2） （10.5） （13.1） （6.4） （10.1） （8.5） （6.0） （4.7）
輸出（fob,100万米ドル） 72,164 86,721 103,493 118,728 147,640 23,792 8,815 9,820
（前年同期比増減率　％） （12.6） （20.2） （19.3） （14.7） （24.4） （▲ 30.9） （▲ 22.1） （▲ 24.8）
輸入（cif,100万米ドル） 55,008 75,631 78,781 93,088 129,767 19,871 6,433 7,011
（前年同期比増減率　％） （32.3） （37.5） （4.2） （18.2） （39.4） （▲ 32.3） （▲ 45.0） （▲ 37.8）
外貨準備高（100万米ドル） 36,304 34,731 42,588 56,924 51,641 54,844 56,569 57,939
９．フィリピン（30万㎢）
人口（年央・100万人） 83.911 85.496 87.099 88.718 90.348
為替レート（ペソ／米ドル） 56.040 55.086 51.314 46.148 44.475 47.750 48.217 47.524
国内総生産（10億ペソ） 4,871.55 5,444.04 6,032.84 6,648.25 7,497.54
（GDP）（10億米ドル） （86.9） （98.8） （117.6） （144.1） （168.6）
一人当たりGDP（米ドル） 1,036 1,156 1,350 1,624 1,866
GDP実質成長率（％） 5.0 4.8
通貨供給量（M2・10億ペソ） 2,689.36 2,862.20 3,422.25 3,606.60
（前年同期比増減率　％） （9.9） （6.4） （19.6） （5.4）
消費者物価指数（2005=100） 92.894 100.000 106.259 109.205 119.361 121.530 122.403
（前年同期比増減率　％） （5.9） （7.6） （6.3） （2.8） （9.3） （6.9） （4.8）
輸出（100万ペソ） 2,224,270 2,196,760 2,432,040 2,317,440 2,171,350
（前年同期比増減率　％） （13.2） （▲ 1.2） （10.7） （▲ 4.7） （▲ 6.3）
輸入（cif,100万ペソ） 2,373,190 2,587,380 2,773,800 2,652,970 2,668,510
（前年同期比増減率　％） （10.8） （9.0） （7.2） （▲ 4.4） （0.6）






































人口（年央・100万人） 83.024 84.074 85.101 86.108 87.096
為替レート（ドン／米ドル） 15,746 15,859 15,994 16,105 16,302 16,974 16,938
国内総生産（10億ドン） 715,307 839,211 974,266 1,144,020
（GDP）（10億米ドル） （45） （53） （61） （71）
一人当たりGDP（米ドル） 547 629 716 825
GDP実質成長率（％） 7.8 8.4 8.2 8.5
通貨供給量（M2・10億ドン） 495,447 648,574 841,011 1,254,000 1,513,540 1,645,310
（前年同期比増減率　％） （31.0） （30.9） （29.7） （49.1） （20.7） （26.5）
消費者物価指数（2005=100） 92.352 100.000 107.386 116.303 143.190 149.848 150.761 152.437
（前年同期比増減率　％） （7.8） （8.3） （7.4） （8.3） （23.1） （14.4） （9.2） （6.3）
輸出（100万米ドル） 26,485.0 32,442.0 39,605.0 48,302.0 60,938.0 12,719.0 4,500.0 4,400.0
（前年同期比増減率　％） （31.4） （22.5） （22.1） （22.0） （26.2） （▲ 3.4） （▲ 11.8） （▲ 14.6）
輸入（cif,100万米ドル） 31,968.8 36,978.0 44,410.0 60,869.0 79,293.0 12,029.0 5,200.0 5,900.0
（前年同期比増減率　％） （26.6） （15.7） （20.1） （37.1） （30.3） （▲ 44.1） （▲ 33.8） （▲ 26.3）
外貨準備高（100万米ドル） 7,186.1 9,216.5 13,591.0 23,747.7 24,176.0 23,308.2 21,223.7
11．ミャンマ （ー67.7万㎢）
人口（年央・100万人） 48.000 48.345 48.723 49.129 49.563





通貨供給量（M2・100万チャット） 2,081,890 2,651,070 3,373,020 4,384,150 5,034,660
（前年同期比増減率　％） （32.4） （27.3） （27.2） （30.0） （14.8）
消費者物価指数（2005=100） 91.434 100.000 119.996 162.025 205.447
（前年同期比増減率　％） （4.5） （9.4） （20.0） （35.0） （26.8）
輸出（100万チャット） 13,687.0 21,887.4 26,487.1 35,158.5 37,664.1
（前年同期比増減率　％） （▲ 9.5） （59.9） （21.0） （32.7） （7.1）
輸入（cif,100万チャット） 12,636.8 11,104.3 14,772.7 18,210.3 23,244.0
（前年同期比増減率　％） （▲ 0.7） （▲ 12.1） （33.0） （23.3） （27.6）
外貨準備高（100万米ドル） 684.734 782.329 1,247.810
12．インド（328.8万㎢）
人口（年央・100万人） 1,113.28 1,130.62 1,147.75 1,164.67 1,181.41
為替レート（ルピー／米ドル） 45.317 44.100 45.307 41.349 43.505 49.775 50.062 48.534
国内総生産（10億ルピー）＊＊ 31,494.1 35,867.4 41,291.7 47,234.0 53,217.5
（GDP）（10億米ドル） （695.0） （813.3） （911.4） （1,142.3） （1,223.3）
一人当たりGDP（米ドル） 624 719 794 981 1,035
GDP実質成長率（％）
通貨供給量（M2・10億ルピー） 20,595.1 23,807.9 28,958.3 35,407.7 42,664.0 45,601.4 46,779.0
（前年同期比増減率　％） （16.7） （15.6） （21.6） （22.3） （20.5） （19.2） （21.4）
消費者物価指数（2005=100） 95.9 100.0 105.8 112.5 121.9 127.4 129.1
（前年同期比増減率　％） （3.8） （4.3） （5.8） （6.3） （8.4） （9.4） （8.7）
輸出（10億ルピー） 3,473 4,393 5,479 6,002 7,654 1,781 538
（前年同期比増減率　％） （26.6） （26.5） （24.7） （9.5） （27.5） （▲ 5.3） （▲  6.6）
輸入（cif,10億ルピー） 4,521 6,300 7,945 8,881 12,725 2,527 788
（前年同期比増減率　％） （34.0） （39.3） （26.1） （11.8） （43.3） （▲ 6.8） （▲ 18.9）
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